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1.平成16年9月中間期の連結業績  (平成16年4月1日～平成16年9月30日)

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

0

円 銭 円 銭

36

① 持分法投資損益　　16年9月中間期　8百万円　　15年9月中間期　29百万円　　16年3月期　4百万円

② 期中平均株式数（普通株式・連結)　16年9月中間期   1,245,256,633株　15年9月中間期  1,224,903,007株  16年3月期  1,227,521,183株

③ 会計処理の方法の変更 無

④ 経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率　　　

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

8 [速報値]
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期末発行済株式数（普通株式・連結)　16年9月中間期   1,245,265,674株　15年9月中間期  1,229,627,039株  16年3月期  1,245,256,584株

  

(3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円

△36,415

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 2 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結　（新規）　- 社　　　(除外）　　- 社　　　持分法　（新規）　1 社　　（除外）　　－ 社　　　

2.平成17年3月期の連結業績予想  (平成16年4月1日～平成17年3月31日)

連結業績予想については、三井トラスト・ホールディングス株式会社の中間決算短信（連結）をご参照願います。
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経常利益 中間（当期）純利益経常収益

三井トラスト･ホールディングス株式会社

氏 名
役 職 名

代 表 者

平成17年3月期        中間決算短信（連結）平成17年3月期        中間決算短信（連結）平成17年3月期        中間決算短信（連結）平成17年3月期        中間決算短信（連結）

コード番号 8309

問合せ先責任者

（中央三井信託銀行株式会社分）

役 職 名
役 職 名

35.7

98,680

氏 名

16年9月中間期 44.8223,761
137.3 23,961



○期中平均株式数（連結）

普通株式 第一回甲種優先株式第二回甲種優先株式第三回甲種優先株式第一回乙種優先株式

16年9月中間期 1,245,256,633株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株 －

15年9月中間期 1,224,903,007株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株 －

16年3月期 1,227,521,183株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株 175,153株

○期末発行済株式数（連結）

普通株式 第一回甲種優先株式第二回甲種優先株式第三回甲種優先株式第一回乙種優先株式

16年9月中間期 1,245,265,674株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株 －

15年9月中間期 1,229,627,039株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株 －

16年3月期 1,245,256,584株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株 －

「平成１６年９月中間期の連結業績」の指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益 ･･･ 　中間（当期）純利益－優先株式配当金総額

　　　　　　　          中間期（当期）中平均普通株式数

○潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 ･･･

　　　　　中間（当期）純利益＋中間（当期）純利益調整額－優先株式配当金総額

　　　  　  　　　　中間期（当期）中平均普通株式数＋潜在株式数

○１株当たり株主資本･･･

 中間期（当期）末株主資本－中間期（当期）末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

　　中間期（当期）末発行済普通株式数
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中央三井信託銀行株式会社　　

１． 企業集団の状況

（１） 企業集団の事業の内容

　　　当グループは、信託銀行業を中心に、リース業務、証券業務、クレジットカード業務、信用保証業務

　　などの金融サービスを提供しております。

（２）企業集団の事業系統図

　　[信託銀行業]

（信託業務）　金銭信託、貸付信託等の受託業務
（銀行業務）　預金業務、貸付業務、内国為替業務等
（併営業務）　証券代行業務、不動産業務等

　　[金融関連業その他]・・・リース業務、証券業務、信用保証業務、クレジットカード業務等

信 託 銀 行 業　・・・本店ほか支店　６６ヵ店
中
央 　主要な連結子会社
三 　中央三井ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株式会社(システム開発業務）
井 　中央三井ビジネス株式会社(事務請負業務）
信   中央三井証券代行ビジネス株式会社（証券代行業務）
託   CMTBｴｸｲﾃｨｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ株式会社(有価証券投資・管理業務）
銀
行   持分法適用関連会社
（株） 　日本ﾄﾗｽﾃｨ情報ｼｽﾃﾑ株式会社(システム開発運営業務）

　三井物産ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ株式会社(投資法人資産運用業務）

（株） 金融関連業その他 ・・・主要な連結子会社
　Chuo Mitsui Trust International Ltd.（証券業務）
　中信リース株式会社（リース業務）
　三信リース株式会社（リース業務）
　中央三井信用保証株式会社（信用保証業務）
　中央三井ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社（投信委託業務）
　中央三井カード株式会社（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務）

　CMTB総合債権回収株式会社（債権管理回収業務）

（注）主要な会社名のうち、（　）内は主な事業の内容であります。
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中央三井信託銀行株式会社 
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２．経営方針 
 

（１）経営の基本方針 

 当社は、三井トラストフィナンシャルグループの一員としてリテール信託業務・バンキング業

務・証券代行業務・不動産業務等を担っております。 

 当グループは以下の 2点をグループ経営ビジョンとして掲げております。 

○社会のニーズを的確に捉え創造的に事業を展開し、お客さまに価値あるサービスを提供する。 

○事業を通じて広く社会の発展に貢献するとともに、自らの企業価値を高めていく。 

 こうした経営ビジョンの下、当社は透明性の高い経営体制を通じて効率的に業務を推進し、収

益力を強化するとともに強固な財務基盤を構築していくことを基本方針としております。 

 

（２）中長期的な経営戦略 

①事業戦略 
  個人取引関連分野においては、資産形成・運用管理・承継などお客さまのライフサイクルのさ
まざまな局面での適切なコンサルテーションを通じ、お客さまのニーズに応じた的確な資産運用

商品や各種ローンのほか、遺言関連業務、不動産業務などの多様で高品質な商品・サービスを一

元的に提供してまいります。 
 また、法人取引関連分野においては、これまで信託銀行として培ってきた幅広い専門性とノウ

ハウを結集した提案型の営業活動を推進し、お客さまの経営・財務戦略に資する商品・サービス

を積極的に提供いたします。 

②業務運営の効率化 

 当社は、更なる業務運営の効率化に向けて、事務部門において他社とのアライアンスやアウト

ソースを積極的に進めるなど、ビジネスプロセスの一段の見直しを推進してまいります。また、

徹底した経費の削減にも取組んでおります。これらの取組みを通じてローコスト運営体制を確立

してまいります。 

③不良債権の処理と保有株式の圧縮 

  当社は、お客さまや市場の信認を高めるため、不良債権の処理と保有株式の圧縮に取組んでお

ります。不良債権については資産の健全性確保の観点から計画的な処理に努めた結果、金融再生

プログラムに基づく不良債権比率の半減目標を半年前倒しで達成しました。また、保有株式につ

いても、日本銀行や銀行等保有株式取得機構による株式買入れ等も活用しながら、残高の圧縮を

進めております。 

 

（３）対処すべき課題 

 当社は「収益力の強化」を経営の最重点課題として掲げ、貸出ポートフォリオの組み替えによ

る資金関連収益の増強や財産管理業務における手数料収入の積上げを推進するとともに、新たな

ビジネスを通じた収益機会も積極的に追求し、収益構造の転換を図ってまいります。同時に、更

なる業務運営の効率化に向けてビジネスプロセスの見直しを推進し、ローコスト運営を徹底いた

します。また、財務基盤の強化に向けた施策も引き続き着実に推進してまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 

 当中間期のわが国経済においては、企業収益の回復等を背景に設備投資が拡大し、個人消費も緩やかな

伸びを示す等、景気は概ね回復基調を維持しました。一方、金融市場では、日本銀行の量的金融緩和政策

の継続を受けて短期金利は低水準で推移しました。長期金利は景気回復の動きを受けて一時 1.9％台まで

上昇しましたが、その後は低下に向かい 9月末には 1.4％台となりました。株式市況については、4月に日

経平均株価が 12,000 円を超えましたが、その後はやや弱含み、11,000 円を挟んだ推移となりました。 
 このような経済・金融環境のもと、当グループは様々な分野において業務粗利益の拡大に向けた各種施

策を実行するとともに、一層の業務運営の効率化に向けたリストラクチャリングについても引き続き積極

的に取組んでまいりました。また、財務基盤の強化のために、不良債権の処理と保有株式の圧縮を着実に

進めてまいりました。 
 当中間期の連結ベースの経営成績については、投資信託、保険販売、不動産仲介等の非金利収入の増加、

与信関係費用の減少等により経常利益は前年同期比 212 億円増加し 686 億円となりました。また中間純利

益は前年同期比 85 億円増加し 325 億円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、信託銀行業については経常利益 656 億円、証券業務等の金融関連業

その他については経常利益 50 億円となりました。 

 

 

（２）財政状態 

資産負債の状況については、総資産は期中 2,897 億円増加して 12兆 9,218 億円、そのうち貸出金は 585

億円減少して 7兆 1,874 億円、有価証券は 2,519 億円増加して 3兆 7,690 億円となりました。また預金は 93

億円減少して 8兆 8,928 億円となりました。 

キャッシュ・フローの状況については、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等の営業活動によるものが

63 億円の支出、有価証券の取得・売却や動産不動産の取得・売却等の投資活動によるものが 364 億円の支出、

劣後調達等の財務活動によるものが750億円の支出となった結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は2,817

億円となりました。 

 

連結自己資本比率（国内基準）は、9.26％（速報値）となりました。なお、当中間期末を含めた連結自己資

本比率の推移は以下のとおりです。 

 

（単位：％） 

 13 年 3 月期 14 年 3 月期 15 年 3 月期 16 年 3 月期 16 年 9 月期 

連結自己資本比率 10.76 10.11 6.55 9.40 9.26（速報値） 

 

 

 



 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 中 間 連 結 貸 借 対 照 表

中央三井信託銀行株式会社
(単位：百万円)

平 成 16 年 平 成 15 年 比     較 平成15年度末 比     較

科　　　　　　　　　目 中間期末(A) 中間期末(B) (A － B)   (C) (A － C)

( 資 産 の 部 )

現 金 預 け 金 340,297 439,382 △ 99,084 463,691 △ 123,393 

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 4,041 － 4,041 17,068 △ 13,027 

買 現 先 勘 定 900 129,994 △ 129,094 － 900 

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 207,403 135,211 72,191 34,427 172,976 

買 入 金 銭 債 権 104,664 － 104,664 54,746 49,917 

特 定 取 引 資 産 27,073 10,874 16,198 21,104 5,968 

金 銭 の 信 託 12,176 70,897 △ 58,720 16,952 △ 4,775 

有 価 証 券 3,769,053 3,187,432 581,620 3,517,072 251,980 

貸 出 金 7,187,405 7,187,729 △ 323 7,245,935 △ 58,529 

外 国 為 替 917 4,461 △ 3,543 6,713 △ 5,795 

そ の 他 資 産 326,969 345,149 △ 18,180 471,426 △ 144,457 

動 産 不 動 産 226,533 242,253 △ 15,719 232,621 △ 6,088 

繰 延 税 金 資 産 244,637 315,945 △ 71,307 273,157 △ 28,520 

支 払 承 諾 見 返 553,256 203,888 349,367 376,592 176,663 

貸 倒 引 当 金 △ 83,457 △ 150,450 66,992 △ 99,352 15,894 

資 産 の 部 合 計 12,921,871 12,122,768 799,102 12,632,157 289,714 

( 負 債 の 部 )

預 金 8,892,838 8,824,492 68,345 8,902,202 △ 9,364 

譲 渡 性 預 金 170,230 206,700 △ 36,470 215,530 △ 45,300 

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 97,857 183,892 △ 86,034 252,717 △ 154,859 

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 794,772 141,332 653,439 418,182 376,589 

特 定 取 引 負 債 6,541 6,842 △ 300 4,298 2,243 

借 用 金 274,071 368,828 △ 94,756 339,996 △ 65,925 

外 国 為 替 7 0 6 28 △ 21 

社 債 138,541 138,547 △ 6 138,375 165 

新 株 予 約 権 付 社 債 912 942 △ 30 932 △ 20 

信 託 勘 定 借 1,286,976 1,545,540 △ 258,564 1,340,159 △ 53,183 

そ の 他 負 債 176,097 113,977 62,120 113,366 62,731 

賞 与 引 当 金 2,563 2,722 △ 158 2,613 △ 49 

退 職 給 付 引 当 金 665 566 98 612 52 

債 権 売 却 損 失 引 当 金 － 2,125 △ 2,125 － － 

繰 延 税 金 負 債 6,177 748 5,429 4,263 1,914 

連 結 調 整 勘 定 1,228 － 1,228 － 1,228 

支 払 承 諾 553,256 203,888 349,367 376,592 176,663 

負 債 の 部 合 計 12,402,736 11,741,146 661,590 12,109,872 292,864 

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分 1,247 5,766 △ 4,519 5,846 △ 4,598 

( 資 本 の 部 )

資 本 金 356,269 351,261 5,007 356,264 5 

資 本 剰 余 金 105,583 100,576 5,007 105,578 5 

利 益 剰 余 金 49,840 25,836 24,003 52,303 △ 2,462 

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 14,762 △ 14,283 △ 478 △ 14,736 △ 26 

株 式 等 評 価 差 額 金 21,605 △ 86,582 108,188 17,824 3,781 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 649 △ 953 303 △ 796 146 

資 本 の 部 合 計 517,887 375,855 142,031 516,438 1,448 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 12,921,871 12,122,768 799,102 12,632,157 289,714 

-6-
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［平成16年度中間連結貸借対照表注記］ 

 

   １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等

の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取

引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価により、スワップ・

先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会

社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託受益証券につい

ては中間連結決算日前１カ月の市場価格の平均等、それ以外については中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行って

おります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記２.及び３.と同じ方法により行っております。 

５．デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く。）の評価は、時価法により行っております。 

６．当社の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建 物  １０年～５０年 

動 産   ３年～ ８年 

また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

連結される子会社及び子法人等の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却してお

ります。 

７．自社利用のソフトウェアについては、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に

基づく定額法により償却しております。 

８．当社の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  連結される子会社及び子法人等の外貨建資産･負債については､それぞれの中間決算日等の為替相場により換算しております。 

９．当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等

の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額

後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」とい

う。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び下記19.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回

収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フロー

を貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロ

ー見積法）により引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。な

お、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上し

ております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店及び審査各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部

監査部が査定方法等の適正性を監査し、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２３８,２８０百万円で

あります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については､個別に回収可能性を勘案し､回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

10．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰

属する額を計上しております。 

11．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
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き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上

の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務    その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により損益処理 

数理計算上の差異  各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

  なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理することとし、当中間連結会計期間においては同按分

額に１２分の６を乗じた額を計上しております。 

12．当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

13．当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会

計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジ

によっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通

貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄

を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジと

して時価ヘッジを適用しております。 

なお、一部の資産・負債について、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。 

連結される子会社及び子法人等のヘッジ会計の方法は、金利スワップの特例処理を行っております。 

14．当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

15．動産不動産の減価償却累計額  ２０８,４０８百万円 

16．動産不動産の圧縮記帳額           ３,３８３百万円 

17．貸出金のうち、破綻先債権額は２５,５９４百万円、延滞債権額は１３６,８８９百万円であります。但し、左記債権額のう

ち、オフ・バランス化につながる措置である（株）整理回収機構への信託実施分は、６０,４６０百万円であります。 

      なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

18．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は８４７百万円であります。 

   なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権       

及び延滞債権に該当しないものであります。 

19．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１６０,６８９百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

20．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３２４,０２０百万円であります。

但し、左記債権額のうち､オフ・バランス化につながる措置である（株）整理回収機構への信託実施分は、６０,４６０百万

円であります。 

なお、17.から20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

21．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）

担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は１３,０３５百万円であります。 

22．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券        １,３１８,８１９百万円 

貸出金           ２８６,５５１百万円 

その他資産              ５３１百万円 
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担保資産に対応する債務 

預金              １６,０３８百万円 

コールマネー         ９０,０００百万円 

債券貸借取引受入担保金   ７９４,７７２百万円 

借用金            １４,５８１百万円 

     上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として有価証券４８５,７５３百万 

    円、その他資産（手形交換保証金）１６百万円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は１３,４９３百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は３０３百万円であり

ます。 

23．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上しております。なお、上

記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１,２６０百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１,１０５百万円であります。 

24．三井信託銀行株式会社から継承した土地については、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており

ます。 

再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める標準地の公

示価格、同条第２号に定める基準地の標準価格及び同条第３号に定める当該事業用土地の課税台帳に登録されている

価格に基づいて、合理的な調整（時点修正、地域格差及び個別格差の補正）を行って算出。 

25．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金２５０,０００百万円が含ま 

れております。 

26．社債は、永久劣後特約付社債１１６,１００百万円及び劣後特約付社債２２,４４１百万円であります。 

27．新株予約権付社債は全額、劣後特約付転換社債であります。 

28．１株当たりの純資産額 ６８円７７銭 

29．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「特定取引資

産」中の商品有価証券及びコマーシャル・ペーパー、並びに「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれておりま

す。以下32.まで同様であります。 

     売買目的有価証券（「特定取引資産」に計上されたもの） 

       中間連結貸借対照表計上額           ６,１０７百万円 

       当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額    △１ 

     満期保有目的の債券で時価のあるもの 

         中間連結貸借             時 価             差 額 

          対照表計上額                                  うち益            うち損 

   国債          １２５百万円        １２６百万円          １百万円           １百万円            － 百万円 

   社債       １１,３００        １１,３００            ０             ０               － 

   その他      ７４,６３６      ７４,０２１        △６１４             ３３７                ９５２         

    合計      ８６,０６１        ８５,４４８        △６１３         ３３８               ９５２ 

その他有価証券で時価のあるもの 

         取得原価               中間連結貸借         評価差額 

                                 対照表計上額                  うち益           うち損 

   株式     ４７７,３９７百万円     ５６７,５５４百万円   ９０,１５６百万円  １１９,２９１百万円   ２９,１３５百万円 

   債券   ２,０１２,０１１     １,９５４,６９６         △５７,３１５          １,９３８         ５９,２５４ 

    国債  １,８４１,３０９     １,７８２,２０４         △５９,１０５             ４５         ５９,１５０ 

    地方債     １,６９２         １,７２４              ３２             ３２              ０ 

    社債     １６９,００９       １７０,７６７           １,７５７          １,８６０            １０３ 

   その他    ９９４,１９０       ９８８,１５１          △６,０３９          ４,２９９         １０,３３８    

    合計  ３,４８３,５９９     ３,５１０,４０１         ２６,８０１        １２５,５２９         ９８,７２８ 

  なお、上記の評価差額から繰延税金負債５,５４１百万円を差し引いた額２１,２６０百万円のうち少数株主持分相当額  

７９百万円を控除した２１,１８０百万円が、「株式等評価差額金」に含まれております。 

その他有価証券で時価のあるもののうち、時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、原則として時価が取

得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とし、評価差額を当中間連結
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会計期間の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について７５１百万円の減損処理を行っております。 

「時価が著しく下落した」と判断するため基準は、資産の自己査定基準において有価証券の発行会社の区分ごとに次のと

おり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先   時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先              時価が取得原価に比べて３０％以上下落 

 正常先               時価が取得原価に比べて３０％以上下落 

上記自己査定基準に該当する正常先のうち、時価が取得原価に比べて３０％以上５０％未満下落した銘柄については、個

別に時価の回復可能性を判定し、取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、減損処理を実施しておりま

す。それ以外の場合は全て、取得原価まで回復する見込みがないと判断し、減損処理を実施しております。 

なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とはそれと同等の状況

にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会

社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社、正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、要注意先以外

の発行会社であります。 

30．当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

            売却額        売却益            売却損 

         １,４３１,４３０百万円  ２７,０６９百万円   １１,０１７百万円 

31．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

             内  容               中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

       非上場株式（店頭売買株式を除く）  １３４,０２６百万円 

       非上場外国証券            ５８,４８７ 

       出資証券               ６０,０１７ 

32．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

             １年以内      １年超５年以内    ５年超１０年以内     １０年超 

      債券   ５８８,６５７百万円   １４１,２１３百万円   １,１５６,４１３百万円    ７９,８３７百万円 

       国債  ５６２,５７４          ７５９     １,１３９,１５８      ７９,８３７ 

       地方債     ４１５        １,３０８              －           － 

       社債     ２５,６６７      １３９,１４４        １７,２５５          － 

      その他   １２,１０５      ２２０,３３６       ２１０,３７４     ５３２,０９３    

       合計  ６００,７６２      ３６１,５４９     １,３６６,７８８     ６１１,９３０ 

33．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

     運用目的の金銭の信託  

    中間連結貸借対照表計上額                 ６,４３４百万円 

    当中間連結会計期間中の損益に含まれた評価差額        － 

      その他の金銭の信託 

               取得原価                                    ３,７９６百万円 

        中間連結貸借対照表計上額                 ５,７４２ 

        評価差額                           １,９４５ 

         うち益                           １,９４５ 

         うち損                              － 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債８０７百万円を差し引いた額１,１３８百万円のうち少数株主持分相当額 

１９５百万円を控除した額９４３百万円が、「株式等評価差額金」に含まれております。 

34．使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の国債に２４百万円含まれております。 

現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券で当中間連結会計期間末に所有しているものは

２０２,００８百万円であります。これらは売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券ですが、

当中間連結会計期間末においては当該処分をせずにすべて所有しております。 

35．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は１,７２９,７６３百万円、このうち契約残存期間が１年以内のものが１,６８１,２０１百万円あります。 

         なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも連結され
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る子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情

勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒

絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

36．当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託１,５０５,２５８百万円、貸付信託１,７９７,１１４百

万円であります。 

 



中 間 連 結 損 益 計 算 書中 間 連 結 損 益 計 算 書中 間 連 結 損 益 計 算 書中 間 連 結 損 益 計 算 書

中央三井信託銀行株式会社
   (単位：百万円)

科 　　    目

経 常 収 益 223,761 232,004 △ 8,243 481,447 

28,173 22,470 5,702 46,017 
資 金 運 用 収 益 73,950 72,128 1,821 158,973 
( う ち 貸 出 金 利 息 ) (51,108) (55,938) (△ 4,830) (115,248)
( う ち 有 価 証券利息配当金 ) (21,819) (15,666) (6,153) (42,636)
役 務 取 引 等 収 益 47,143 33,566 13,576 72,511 
特 定 取 引 収 益 4,853 2,829 2,023 11,379 
そ の 他 業 務 収 益 21,630 32,284 △ 10,654 62,637 
そ の 他 経 常 収 益 48,011 68,725 △ 20,713 129,929 

経 常 費 用 155,137 184,627 △ 29,489 382,767 

資 金 調 達 費 用 23,605 26,167 △ 2,562 52,136 
( う ち 預 金 利 息 ) (10,467) (13,300) (△ 2,833) (25,663)
役 務 取 引 等 費 用 2,543 2,145 398 4,677 
特 定 取 引 費 用 465 112 352 419 
そ の 他 業 務 費 用 22,160 9,100 13,060 18,126 

56,544 61,408 △ 4,864 120,207 
そ の 他 経 常 費 用 49,818 85,692 △ 35,873 187,198 

経 常 利 益 68,623 47,377 21,245 98,680 

特 別 利 益 1,126 10,482 △ 9,356 36,406 
特 別 損 失 4,846 7,748 △ 2,901 14,403 

税金等調整前中間 (当期 )純利益 64,902 50,111 14,790 120,683 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,417 1,350 1,067 2,794 
法 人 税 等 調 整 額 28,943 23,865 5,077 66,687 
少 数 株 主 利 益 1,028 933 94 1,225 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 32,513 23,961 8,551 49,976 

-12-

 平 成 16 年

   中 間 期 (A)

 平 成 15 年

   中 間 期 (B)

 比    較

 ( A - B )

 平成15年度

 ( 要   約 )

信 託 報 酬

営 業 経 費
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［平成16年度中間連結損益計算書注記］ 

 

 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり中間純利益金額 ２６円１０銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 １４円６７銭 

４．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引収

益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

  特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前

連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会

計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

５．その他経常費用には、貸出金償却１２,４０１百万円及び株式等償却２,５９２百万円を含んでおります。 

６．特別損失には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額３,１６１百万円を含んでおります。 

７．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成１６年４月

１日以後開始する連結会計年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更される

ことになりました。これに伴い、当社並びに一部の国内の連結される子会社及び子法人等は、「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第１２号）に基づき、

「付加価値額」及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事業税について、当中間連結会計期間から中間連結損益計算

書中の「営業経費」に含めて表示しております。 

 



 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

中央三井信託銀行株式会社
(単位：百万円)

科 　　    目

（資本剰余金の部）

105,578 202,401 △ 96,822 202,401 

5 1,367 △ 1,362 6,370 

増 資 に よ る 新 株 の 発 行 － － － 5,000 

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ る
資 本 準 備 金 増 加 高 5 1,367 △ 1,362 1,370 

－ 103,192 △ 103,192 103,192 

資 本 準 備 金 取 崩 額 － 103,192 △ 103,192 103,192 

105,583 100,576 5,007 105,578 

（利益剰余金の部）

52,303 △ 112,573 164,876 △ 112,573 

32,539 138,410 △ 105,870 164,876 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 32,513 23,961 8,551 49,976 

資 本 準 備 金 取 崩 額 － 103,192 △ 103,192 103,192 

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 26 11,255 △ 11,229 11,707 

35,002 － 35,002 － 

配 当 金 35,002 － 35,002 － 

49,840 25,836 24,003 52,303 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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 比    較

 ( A - B )
平成15年度

平 成 16 年

 中 間 期 (A)

平 成 15 年

 中 間 期 (B)

利益剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高



中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書
中央三井信託銀行株式会社

   (単位：百万円)

 平 成 16 年  平 成 15 年  比    較

   中 間 期 (A)    中 間 期 (B)  ( A - B )

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 64,902 50,111 14,790 120,683 

減価償却費 21,791 22,940 △ 1,148 47,166 

持分法による投資損益（△） △ 8 △ 29 20 △ 4 

貸倒引当金の増加額 △ 15,894 △ 804 △ 15,090 △ 51,902 

債権売却損失引当金の増加額 － △ 2,264 2,264 △ 4,389 

賞与引当金の増加額 △ 49 △ 103 53 △ 212 

退職給付引当金の増加額 52 37 14 83 

資金運用収益 △ 73,950 △ 72,128 △ 1,821 △ 158,973 

資金調達費用 23,605 26,167 △ 2,562 52,136 

有価証券関係損益（△） △ 8,634 △ 39,417 30,782 △ 44,140 

金銭の信託の運用損益（△） 166 △ 951 1,117 △ 1,722 

為替差損益（△） △ 14,854 6,819 △ 21,673 10,614 

動産不動産処分損益（△） 875 1,664 △ 788 1,817 

特定取引資産の純増（△）減 △ 5,968 2,291 △ 8,260 △ 7,938 

特定取引負債の純増減（△） 2,243 △ 2,091 4,335 △ 4,635 

貸出金の純増（△）減 58,529 36,652 21,877 △ 22,425 

預金の純増減（△） △ 9,364 373,622 △ 382,987 451,332 

譲渡性預金の純増減（△） △ 45,300 △ 15,260 △ 30,040 △ 6,430 

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 25,925 △ 138,515 112,590 △ 147,347 

預け金（日銀預け金を除く）の純増(△）減 5,724 20,715 △ 14,991 △ 5,379 

コールローン等の純増（△）減 △ 37,563 △ 104,994 67,431 △ 46,815 

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 △ 172,976 △ 124,647 △ 48,328 △ 23,863 

コールマネー等の純増減（△） △ 154,859 △ 216,107 61,248 △ 147,282 

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 376,589 △ 52,912 429,502 223,937 

外国為替（資産）の純増（△）減 5,795 517 5,278 △ 1,735 

外国為替（負債）の純増減（△） △ 21 △ 24 2 3 

信託勘定借の純増減（△） △ 53,183 45,237 △ 98,420 △ 160,143 

資金運用による収入 77,423 80,281 △ 2,858 168,607 

資金調達による支出 △ 28,585 △ 23,919 △ 4,666 △ 49,575 

その他 3,918 △ 30,959 34,878 △ 35,096 

　　小計 △ 5,521 △ 158,071 152,550 156,370 

法人税等の支払額 △ 834 △ 1,159 325 △ 1,933 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 6,355 △ 159,231 152,875 154,436 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 3,542,740 △ 5,912,391 2,369,651 △ 9,853,222 

有価証券の売却による収入 1,547,434 5,011,224 △ 3,463,790 7,391,362 

有価証券の償還による収入 1,964,252 902,466 1,061,785 2,111,611 

金銭の信託の増加による支出 △ 580 △ 701 120 △ 2 

金銭の信託の減少による収入 5,356 944 4,411 54,157 

動産不動産の取得による支出 △ 14,907 △ 15,752 845 △ 27,758 

動産不動産の売却による収入 4,769 6,564 △ 1,794 10,641 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 36,415 △ 7,645 △ 28,769 △ 313,211 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入による収入 20,000 － 20,000 － 

劣後特約付借入金の返済による支出 △ 60,000 － △ 60,000 △ 20,000 

株式の発行による収入 － － － 10,000 

配当金支払額 △ 35,002 － △ 35,002 － 

少数株主への配当金支払額 △ 1 △ 1 0 △ 1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 75,003 △ 1 △ 75,002 △ 10,001 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 105 △ 60 166 51 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 117,668 △ 166,939 49,270 △ 168,725 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 399,398 568,123 △ 168,725 568,123 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 281,729 401,184 △ 119,455 399,398 

 平成15年度
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［平成16年度中間連結キャッシュ・フロー計算書注記］ 

 

 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」（当社は現金及び日本

銀行への預け金）であります。 

３．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであります。 

          現金預け金勘定                          ３４０,２９７百万円 

          当社の預け金（日本銀行への預け金を除く）     △ ５８,５６８百万円 

          現金及び現金同等物                        ２８１,７２９百万円 
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 
 (1)  連結される子会社及び子法人等  １９社 
      主要な会社名 
    Chuo Mitsui Trust International Ltd. 
      中央三井証券代行ビジネス株式会社 

三信リース株式会社 
      中信リース株式会社 
        中央三井カード株式会社 
       中央三井アセットマネジメント株式会社 
        中央三井信用保証株式会社 
 (2)  非連結の子会社及び子法人等 
   主要な会社名 
    中央三井クリエイト株式会社 
   非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び
経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し
ております。 

２．持分法の適用に関する事項 
 (1)  持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等  ２社 
   主要な会社名 
    日本トラスティ情報システム株式会社 
   なお、三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社は、設立により当中間連結会計期間

から持分法を適用しております。 
 (2)  持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 
   主要な会社名 
    中央三井クリエイト株式会社 
   持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表
に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 
 (1)  連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 
     ６月末日    ５社 
    ９月末日  １４社 
 (2)  連結される子会社及び子法人等については、それぞれの中間決算日の財務諸表により連結し

ております。 
中間連結決算日と上記の中間決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行
っております。 
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報セ  グ  メ  ン  ト  情  報セ  グ  メ  ン  ト  情  報セ  グ  メ  ン  ト  情  報

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成16年4月1日  至平成16年9月30日）
   （単位：百万円）

信託銀行業 計 消去又は全社 連  結

 経  常  収  益
 (1)外部顧客に対する経常収益 198,627 25,134 223,761 － 223,761
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 1,853 3,438 5,291 (  5,291) － 

計 200,480 28,572 229,053 (  5,291) 223,761
 経  常　費　用 134,870 23,506 158,376 (  3,238) 155,137
 経  常　利　益 65,610 5,066 70,677 (  2,053) 68,623

前中間連結会計期間（自平成15年4月1日  至平成15年9月30日）
   （単位：百万円）

信託銀行業 計 消去又は全社 連  結

 経  常  収  益
 (1)外部顧客に対する経常収益 206,163 25,841 232,004 － 232,004
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 1,871 1,995 3,867 (  3,867) － 

計 208,035 27,837 235,872 (  3,867) 232,004
 経  常　費　用 163,528 24,995 188,523 (  3,896) 184,627
 経　常　利　益 44,507 2,842 47,349 28 47,377

前連結会計年度（自平成15年4月1日  至平成16年3月31日）
   （単位：百万円）

信託銀行業 計 消去又は全社 連  結

 経  常  収  益
 (1)外部顧客に対する経常収益 428,349 53,098 481,447 － 481,447
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 4,665 3,180 7,846 (  7,846) － 

計 433,015 56,279 489,294 (  7,846) 481,447
 経  常　費　用 340,603 50,018 390,622 (  7,854) 382,767
 経　常　利　益 92,411 6,260 98,672 8 98,680

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

　　  ２．業務区分は、連結会社の主たる事業の内容により区分しております。「金融関連業その他」は、

　　　 　 信用保証、リース、クレジット・カード業務等であります。

２．所在地別セグメント情報

　　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が 90％
　を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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そ の 他

金融関連業
そ の 他

金融関連業
そ の 他
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３．国際業務経常収益
   （単位：百万円）

期        別 国際業務経常収益 連 結 経 常 収 益

当中間連結会計期間
自 平成16年 4月 1日 20,803 223,761 9.2%
至 平成16年 9月30日
前中間連結会計期間
自 平成15年 4月 1日 17,560 232,004 7.5%
至 平成15年 9月30日
前連結会計年度

自 平成15年 4月 1日 49,965 481,447 10.3%
至 平成16年 3月31日

（注）１．一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

    　２．国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定に

  　    　おける諸取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益は除く。）で、

　　   　 こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域毎のセグメント情報は記載しておりません。

生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。
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 国際業務経常収益の連結

 経常収益に占める割合



中央三井信託銀行株式会社　
【当中間連結会計期間末】

(注）中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権、「特定取引資産」中の商品有価証券及び

　　 コマーシャル・ペーパーが含まれております。

１．有 価 証 券

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期  別　 当中間連結会計期間末 (平成16年9月30日現在)
　種　類 中 間 連 結 貸 借 時　　　価 　差　　　額

対 照 表 計 上 額 うち益 うち損
　　国　　　債 125 126 1 1 - 
　　地　方　債 - - - - - 
　　社　　　債 11,300 11,300 0 0 - 
　　そ　の　他 74,636 74,021 △ 614 337 952 
 　 合   計 　　　 86,061 85,448 △ 613 338 952 
（注）１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（２）その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

期　別　 当中間連結会計期間末 (平成16年9月30日現在)
　種　類 取 得 原 価中間連結貸借　評　価　差　額

対照表計上額 うち益 うち損
　　株　　　式 477,397 567,554 90,156 119,291 29,135 
　　債　　　券 2,012,011 1,954,696 △ 57,315 1,938 59,254 
　　　　　国　　　債 1,841,309 1,782,204 △ 59,105 45 59,150 
　　　　　地　方　債 1,692 1,724 32 32 0 
　　　　　社　　　債 169,009 170,767 1,757 1,860 103 
　  そ　の　他 994,190 988,151 △ 6,039 4,299 10,338 
　　合　　　計 3,483,599 3,510,401 26,801 125,529 98,728 
（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、株式ならびに投資信託については当中間連結会計期間末前1ヵ月の市場価格の平均に基づいて

　　　　　算定された額により、また、それ以外については、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ

　　　　　計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（３）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 (平成16年9月30日現在)
  その他有価証券
     非上場株式（店頭売買株式を除く） 134,026
     非上場外国証券 58,487
     出資証券 60,017

２．金銭の信託 

（１）満期保有目的の金銭の信託
　  　該当ありません。

（２）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
（単位：百万円）

期　別　 当中間連結会計期間末 (平成16年9月30日現在)
　種　類 取 得 原 価中間連結貸借　評価差額

対照表計上額 うち益 うち損
その他の金銭の信託 3,796 5,742 1,945 1,945 - 
（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．株式等評価差額金

　　中間連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
当中間連結会計期間末
 (平成16年9月30日現在)

評価差額 28,229
　　　　　その他有価証券 26,283
　　　　　その他の金銭の信託 1,945
（△）　繰延税金負債 6,348
株式等評価差額金（持分相当額調整前） 21,880
（△）少数株主持分相当額 275
株式等評価差額金 21,605
（注）時価がないその他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。

有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等
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中央三井信託銀行株式会社　
【前中間連結会計期間末及び前連結会計年度末】

(注）（中間）連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権、「特定取引資産」中の商品有価証券及び

　　 コマーシャル・ペーパーが含まれております。

１．有 価 証 券

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

   期  別　 前中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成16年3月31日現在)

中間連結貸借 時　　価 　差　額 連 結 貸 借 時　　価 　差　額

　種　類 対照表計上額 うち益 うち損 対照表計上額 うち益 うち損

　国　　　債 - - - - - - - - - - 
　地　方　債 - - - - - - - - - - 
　社　　　債 12,499 12,507 8 10 2 11,500 11,502 2 2 - 
　そ　の　他 926 940 13 13 - 50,318 49,620 △ 698 17 715 
  合　　　計 　　 13,426 13,448 21 23 2 61,819 61,123 △ 695 19 715 
（注）１．時価は、前（中間）連結会計年度（期間）末日における市場価格等に基づいております。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（２）その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

   期　別　 前中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成16年3月31日現在)

取 得 原 価中間連結貸借　評　価　差　額 取 得 原 価連 結 貸 借　評　価　差　額

　種　類 対照表計上額 うち益 うち損 対照表計上額 うち益 うち損

 株　　　式 762,893 775,397 12,503 79,051 66,547 537,113 638,207 101,093 130,288 29,194 
 債　　　券 1,957,035 1,863,650 △ 93,384 3,911 97,295 2,063,030 1,984,688 △ 78,341 1,378 79,720 
　国　債 1,844,020 1,747,222 △ 96,797 131 96,928 1,928,170 1,848,748 △ 79,422 69 79,491 
　地方債 17,347 17,892 545 574 29 1,810 1,850 40 40 0 
　社　債 95,667 98,535 2,867 3,205 337 133,048 134,089 1,040 1,268 228 

 そ　の　他 339,086 334,338 △ 4,747 2,169 6,917 629,028 629,282 254 3,097 2,843 
 合     計 　　　 3,059,014 2,973,386 △ 85,628 85,132 170,760 3,229,172 3,252,177 23,005 134,764 111,758 
（注）１．（中間）連結貸借対照表計上額は、株式ならびに投資信託については前（中間）連結会計年度（期間）末前1ヵ月の市場価格の平均に基づいて

　　　　　算定された額により、また、それ以外については、前（中間）連結会計年度（期間）末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ

　　　　　計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（３）時価のない有価証券の主な内容及び（中間）連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

 その他有価証券

  非上場株式（店頭売買株式を除く）          150,714
  非上場外国証券

  出資証券

２．金銭の信託 

（１）満期保有目的の金銭の信託

前中間連結会計期間末（平成15年9月30日）及び前連結会計年度末（平成16年3月31日）

  　該当ありません。

（２）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
（単位：百万円）

　  期　別　

取 得 原 価中間連結貸借　評価差額 取 得 原 価連 結 貸 借　評価差額

　種　類 対照表計上額 うち益 うち損 対照表計上額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 5,867 8,450 2,583 2,583 - 3,211 4,990 1,779 1,779 - 

（注）１．(中間)連結貸借対照表計上額は、前(中間)連結会計年度(期間)末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

　　　２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．株式等評価差額金

　　(中間)連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

評価差額

　その他有価証券

　その他の金銭の信託

（△）　繰延税金負債

株式等評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額

株式等評価差額金

（注）時価がないその他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。

62,895
28,145

  1,439
17,824

22,332
  1,779
4,846
19,264

前連結会計年度末 (平成16年3月31日現在)

18,273
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△ 83,861

    1,356
△ 86,582

△ 86,445
    2,583
    1,364
△ 85,225

24,111
 (平成15年9月30日現在)

前連結会計年度末

 (平成16年3月31日現在)

有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等有 価 証 券 の 時 価 等

                 105,854
64,132

前中間連結会計期間末

前中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在) 前連結会計年度末 (平成16年3月31日現在)

前中間連結会計期間末 (平成15年9月30日現在)



中央三井信託銀行株式会社

EDINETによる開示を行なうため記載を省略しております。

デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係

-22-


